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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 

回次
第43期
第３四半期
累計期間

第44期
第３四半期
累計期間

第43期

会計期間

自平成26年
 ４月１日
至平成26年
 12月31日

自平成27年
 ４月１日
至平成27年
 12月31日

自平成26年
 ４月１日
至平成27年
 ３月31日

売上高(千円) 4,751,061 4,952,141 6,407,730

経常利益(千円) 253,375 156,546 353,709

四半期(当期)純利益(千円) 152,525 81,833 209,904

持分法を適用した場合の投資利
益(千円)

― ― ―

資本金(千円) 767,955 767,955 767,955

発行済株式総数(株) 8,500,000 8,500,000 8,500,000

純資産額(千円) 3,778,787 3,858,997 3,845,638

総資産額(千円) 10,112,737 10,790,312 10,858,136

１株当たり四半期(当期)純利益
金額(円)

18.12 9.72 24.94

潜在株式調整後１株当たり四半
期(当期)純利益金額(円)

― ― ―

１株当たり配当額(円) ― ― 7

自己資本比率(％) 37.4 35.8 35.4
 

 

回次
第43期
第３四半期
会計期間

第44期
第３四半期
会計期間

会計期間

自平成26年
 10月１日
至平成26年
 12月31日

自平成27年
 10月１日
至平成27年
 12月31日

１株当たり四半期純利益金額
(円)

9.37 0.50
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２  売上高には消費税等は含まれておりません。

３  当社は、関連会社を有していないため、「持分法を適用した場合の投資利益」については記載しておりませ

ん。

４  「潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額」については潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社が営む事業内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間について、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1）業績の状況

当第３四半期累計期間における日本経済は踊り場に入っており、設備投資は製造業を中心に持ち直しの動きがみ

られる一方で、個人消費は暖冬の影響が下押し要因となって力強さを欠いたものとなっております。輸出に関して

はアジア向けを中心に引き続き弱さが見られるものの、欧米向けの自動車輸出を中心に底入れの兆しも出てきてお

ります。

このような経営環境のもとで、当社の「一貫パレチゼーション」の主要顧客である石油化学樹脂関連企業向けレ

ンタルは、下半期に入って取扱数量がやや減少傾向となったものの、前年同四半期の取引額を上回りました。その

他一般顧客向けのレンタルも堅調に推移したため、レンタル売上高は全体で増加しました。さらに、販売売上高、

利用運送収入も前年同四半期の取引額を上回ったため、当第３四半期累計期間の売上高総額は49億52百万円（前年

同四半期比4.2％増）となりました。

費用面につきましては、前年度来のレンタル需要増に対応したパレット・機器の取得による減価償却費の負担

増、並びに売上増に伴うパレット運用コストの増加等により、営業費用は48億81百万円（前年同四半期比8.4％

増）となりました。

この結果、営業利益は70百万円（前年同四半期比71.4％減）となりました。さらに、営業外収支を加減した経常

利益は１億56百万円（前年同四半期比38.2％減）、四半期純利益は81百万円（前年同四半期比46.3％減）となりま

した。

 

(2）財政状態の分析

（流動資産）

当第３四半期会計期間末における流動資産の残高は、前事業年度末に比べ88百万円減少し、16億52百万円となり

ました。

これは未収入金（「その他に含む」。）は増加したものの、有価証券及び未収消費税（「その他に含む」。）の

減少が主な要因であります。　

 

（固定資産）

当第３四半期会計期間末における固定資産の残高は、前事業年度末に比べ20百万円増加し、91億38百万円となり

ました。

これは投資有価証券及び社用資産は減少したものの、貸与資産の増加が主な要因であります。

 

（流動負債）

当第３四半期会計期間末における流動負債の残高は、前事業年度末に比べ、５億35百万円減少し、35億８百万円

となりました。

　これは１年内返済予定の長期借入金は増加したものの、買掛金及び未払法人税等の減少が主な要因であります。
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（固定負債）

当第３四半期会計期間末における固定負債の残高は、前事業年度末に比べ４億53百万円増加し、34億22百万円と

なりました。

これは長期未払金及び長期借入金の増加が主な要因であります。　

　

（純資産）

当第３四半期会計期間末における純資産の残高は、前事業年度末に比べ13百万円増加し、38億58百万円となりま

した。

これは配当による支出はあったものの、四半期純利益が計上されたことによります。　

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,500,000 8,500,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数
1,000株

計 8,500,000 8,500,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年10月１日～
平成27年12月31日

― 8,500,000 ― 767,955 ― 486,455
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成27年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

83,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

8,413,000
8,413 ―

単元未満株式
普通株式

4,000
― ―

発行済株式総数 8,500,000 ― ―

総株主の議決権 ― 8,413 ―
 

 

② 【自己株式等】

  平成27年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本パレットプール株式会
社

大阪市北区芝田２丁目８番
11号

83,000 ― 83,000 0.98

計 ― 83,000 ― 83,000 0.98
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成27年10月１日から平成27年

12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成27年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 707,832 719,230

  受取手形 14,405 ※1  20,063

  レンタル未収金 715,110 705,863

  売掛金 88,883 103,459

  有価証券 110,231 10,233

  未収還付法人税等 ― 15,038

  その他 105,360 79,169

  貸倒引当金 △778 △815

  流動資産合計 1,741,044 1,652,243

 固定資産   

  有形固定資産   

   貸与資産   

    賃貸用器具（純額） 7,824,384 7,886,308

    貸与資産合計 7,824,384 7,886,308

   社用資産   

    建物（純額） 139,505 128,806

    土地 483,126 483,126

    その他（純額） 106,701 94,887

    社用資産合計 729,334 706,821

   有形固定資産合計 8,553,718 8,593,129

  無形固定資産 262,516 255,813

  投資その他の資産   

   投資有価証券 233,393 220,935

   その他 68,890 69,308

   貸倒引当金 △1,427 △1,117

   投資その他の資産合計 300,856 289,126

  固定資産合計 9,117,091 9,138,069

 資産合計 10,858,136 10,790,312

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 1,301,695 796,149

  短期借入金 1,030,000 1,030,000

  1年内返済予定の長期借入金 1,076,286 1,161,398

  リース債務 198,950 211,183

  未払法人税等 80,315 4,949

  引当金 40,541 18,093

  その他 316,235 287,081

  流動負債合計 4,044,024 3,508,854

 固定負債   

  長期借入金 2,082,312 2,382,702

  リース債務 386,829 234,684

  引当金 14,680 16,261

  長期未払金 451,934 755,004

  資産除去債務 32,717 33,808

  固定負債合計 2,968,473 3,422,460

 負債合計 7,012,498 6,931,315
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成27年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 767,955 767,955

  資本剰余金 486,455 486,455

  利益剰余金 2,565,685 2,588,603

  自己株式 △17,357 △17,381

  株主資本合計 3,802,738 3,825,631

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 42,900 33,365

  評価・換算差額等合計 42,900 33,365

 純資産合計 3,845,638 3,858,997

負債純資産合計 10,858,136 10,790,312
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

売上高 4,751,061 4,952,141

売上原価 3,851,258 4,212,142

売上総利益 899,802 739,999

割賦販売未実現利益繰入額 2,135 5,356

割賦販売未実現利益戻入額 2,421 2,285

差引売上総利益 900,089 736,928

販売費及び一般管理費 653,715 666,456

営業利益 246,373 70,471

営業外収益   

 受取利息 29 29

 受取配当金 4,545 4,754

 紛失補償金 29,263 85,131

 廃棄物処分収入 14,774 40,614

 その他 4,135 1,493

 営業外収益合計 52,747 132,022

営業外費用   

 支払利息 45,745 45,947

 営業外費用合計 45,745 45,947

経常利益 253,375 156,546

特別利益   

 固定資産売却益 ― 642

 特別利益合計 ― 642

特別損失   

 固定資産売却損 415 ―

 固定資産除却損 ― 7,829

 特別損失合計 415 7,829

税引前四半期純利益 252,959 149,359

法人税、住民税及び事業税 102,306 60,802

法人税等調整額 △1,871 6,723

法人税等合計 100,434 67,525

四半期純利益 152,525 81,833
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

（四半期貸借対照表関係）

※１ 四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当第３

四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が、四半期会計期間末残

高に含まれております。

 

前事業年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成27年12月31日)

受取手形 ―　千円
 

 1,126千円
 

 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

前第３四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

減価償却費 1,738,495千円
 

 1,949,050千円
 

 

 

（株主資本等関係）

前第３四半期累計期間(自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月25日
定時株主総会

普通株式 58,916 7 平成26年３月31日 平成26年６月26日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

　　　該当事項はありません。

 

当第３四半期累計期間(自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日
定時株主総会

普通株式 58,915 7 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

　　　該当事項はありません。
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（金融商品関係）

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（有価証券関係）

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（持分法損益等）

該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

当社は、パレットレンタル事業を主たる業務としております。販売及びその他収入(利用運送事業に伴う収

入)については、レンタル事業に付随して行われているのみであり、不可分の販売形態の単一セグメントであ

り、記載を省略しております。

 

当第３四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

当社は、パレットレンタル事業を主たる業務としております。販売及びその他収入(利用運送事業に伴う収

入)については、レンタル事業に付随して行われているのみであり、不可分の販売形態の単一セグメントであ

り、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第３四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 18円12銭 9円72銭

（算定上の基礎）   

　四半期純利益金額(千円) 152,525 81,833

　普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

　普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 152,525 81,833

　普通株式の期中平均株式数(千株) 8,416 8,416
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

EDINET提出書類

日本パレットプール株式会社(E05001)

四半期報告書

12/15



 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年２月２日

日本パレットプール株式会社

取締役会  御中

有限責任監査法人  トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   辻   内   　 章 　   ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   生   越   栄 美 子   ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本パレット

プール株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第44期事業年度の第３四半期会計期間(平成27年10月１

日から平成27年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期財務

諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日本パレットプール株式会社の平成27年12月31日現在の財政状態及び同日

をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点におい

て認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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